
栃木市監査委員告示第１４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定により令

和３年２月２４日付けで提出された住民監査請求について、同条第５項の規

定により監査を行ったので、その結果を次のとおり公表します。 

 

                 令和３年４月２３日 

 

                 栃木市監査委員 藤 沼 康 雄 

 

 

                 栃木市監査委員 入 野 登志子 
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決  定  書 

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求人 

   （     省      略     ） 外１２１名 

  

 ２ 請求の提出日 

   令和３年２月２４日 

 

 ３ 請求の内容 

  (1) 請求の要旨 

   大川秀子栃木市長は、２０２０年３月２３日、株式会社日本理化工業所代表取締役

社長大栗崇司と覚書（契約書）を締結した。その主な内容は、岩舟総合運動公園内所

在の多目的グラウンド（栃木市岩舟町三谷１０５１番１外１７筆、面積２８，２１１

㎡）に、株式会社日本理化工業所がサッカースタジアム棟（１，３０４．４㎡）及び

トイレ棟（９５．５㎡）を設置することを許可するというものである。 

   その契約第８条では、使用料、賃貸料を免除するとし、第９条では構築改良したサ

ッカースタジアム等には固定資産税の課税を免除するとした。契約期間は第６条で、

本件許可の取得と更新条項を定め１０年とした。 

   この契約は、公有財産処分の違法・不公正な行政執行（職権濫用）であり、様々な

法令及び条例に抵触するものである。よって、監査委員は、市長に対し、必要な措置

を講ずるよう勧告することを求める。以下、理由及び取るべき措置を記述する。 

 

  ・抵触する法令及び条例とその理由 

  ア 地方自治法第９６条（議決事件） 

   理由 議決事件として議決しなければならないと定められたものに違反したもので

無効である。 

  イ 地方自治法第２３７条（財産の管理及び処分）及び同法第２３８条（公有財産の

範囲及び分類） 

   理由 議決事件として定められたものに違反したもので無効である。さらに市は、

２０２０年９月議会答弁で、「都市公園法の設置目的に沿った形での運用となる

ので、都市公園法の設置許可という形になるというふうに解釈しております。」と

答弁しているが、論理のすり替えのために都市公園法を適用することは違法であ

る。 

  ウ 栃木市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（条例第

６１号） 

   理由 第３条は「金額２，０００万円以上、財産貸し付け、５，０００㎡以上の土

地信託、受益権処分は議決を要する」と定めている。これは、地方自治法第２３
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７条の準用規定である。従って、面積要件でも、使用料の金額要件でも議決に付

すべき案件であり、当該契約は議案として上程していないもので無効である。ま

た契約書を覚書としており、栃木市公文例規程にも抵触する。 

  エ 栃木市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（条例第７１号）

及び同条例施行規則（規則第６７号） 

   理由 長期継続契約できる契約として、第２条で、（１）電子計算機及びその付随機

器（２）庁舎及び、付随する管理契約（３）その他、物品の借入れ、商慣習上長

期にわたるもの、役務提供などと規定している。従って、本契約は本条例に違反

する。 

  オ 栃木市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例（条例第７２号） 

   理由 第５条（行政財産である土地及び建物の無償貸付け又は減額貸付け等）は、

地方自治法第２３８条の４第２項の規定により、他の地方団体又は地方自治法施

行令第１６９条の２に掲げるものに対し貸し付けるときは、無償又は時価よりも

低い価格で貸し付けることができると規定しているが、本件の場合、相手は営利

事業者であり、無償貸し付けはできず、本条例に違反する。 

  カ 都市公園法（法律第７９号） 

   理由 第５条（公園管理者以外の者の公園施設の設置等）は公園管理者以外の者の

公園施設の設置等の許可について規定しているが、本件の場合、同条第２項の二

に当てはまらず、設置許可は違法である。 

  キ 栃木市公園条例（条例第１９１号） 

   理由 第２２条（使用料の減免）は、「市長は、公益上その他特別の事情があると認

めたときは、使用料を減額、又は免除することができる」と定めているが、本契

約第８条で、使用料を免除するとしている契約の相手は営利事業者であり、サッ

カークラブチームを保有し、試合興行により経営をする企業であり、本条例に違

反し、免除措置は職権濫用に当たる。 

  ク 栃木市公園有料公園施設に関する条例（条例第１９２号） 

   理由 本条例は、令和２年９月定例会において改正され、岩舟総合運動公園の「野

球場」「陸上競技場」「サッカー場」が削除された。しかし、令和２年４月１日か

ら条例が改正されるまでの間、３施設が条例上は存在し、使用料が発生していた

にもかかわらず、使用料を徴収していない。使用料免除の手続きもなく、免除し

たことは条例違反である。 

  ケ 栃木市公の施設の廃止及び長期かつ独占的な利用の特例に関する条例（条例第７

３号） 

   理由 第３条（重要な公の施設の長期かつ独占的な利用）では、都市公園について、

５年を超えて独占的な利用をさせる場合は、法第９６条第１項第１１号の規定に

より議会の議決を得なければならないと規定している。本件は議会の議決を得て

おらず、条例違反である。 

  コ 栃木市税条例（条例第６４号）及び同条例施行規則（規則第５９号） 
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   理由 本契約第９条において、構築したサッカースタジアム等に課税される固定資

産税について、免除するとしているが、栃木市税条例第７１条の規定は、天災、

貧困、を対象にしたもので、本契約において、同条の適用は職権濫用である。な

お、減免税額について、議会答弁では年間３００万円としているが、その試算も

正確性に欠ける。 

 

  ・損害の事実 

  ア ２０２０年４月１日から９月末日までは、栃木市公園条例、及び栃木市公園有料

公園施設に関する条例の改正前の貸し付けであり、当然、この間は使用料が発生す

るにもかかわらず、免除したことは条例違反である。また、市民の利用を妨げる違

法状態であり、その間使用できないことは市民に損害を与えた。２０１９年度の利

用実績で試算すると、７３，６００円の歳入減となる。 

  イ 職権濫用による土地使用料の免除により、市当局の試算で年間１，３００万円、

１０年間では１億３，０００万円もの減収になり、市民として損害を受ける。 

  ウ 職権濫用による固定資産税の課税免除により、市の試算では年間３００万円、１

０年間で３，０００万円もの減収になり、市民として損害を受ける。（我々の試算で

は９，８００万円） 

 

  ・講ずべき措置 

   監査委員は、市長に対し、以下の措置を講ずるよう勧告することを求める。 

  ア 違法な契約の解除 

  イ 市長職権濫用による利用料減免の廃止、遺失料金１，２５３万円（２０２０年３

月２３日～２０２１年２月２４日）の弁済。遺失料金の弁済は市長及び決定に関わ

った幹部職員が負担すること。 

  ウ 固定資産税の市長職権濫用による免除の停止、適正な課税、及び遺失税の弁済。

遺失税の弁済は市長及び決定に関わった幹部職員が負担すること。 

  エ 契約解除による損害賠償請求に対する弁済は、市長及び決定に関わった幹部職員

が負担すること。 

  オ 栃木市公園条例、及び栃木市公園有料公園施設に関する条例に定めた岩舟総合運

動公園内の施設「野球場」「陸上競技場」「サッカー場」を廃止せず、サッカースタ

ジアム設置を許可し、さらに、現状に合わせるために、２０２０年９月定例会にお

いて条例改正し、３施設を廃止した。これは職務上の義務に違反し、職務を怠った

ものであり、その行為は地方公務員法第２９条（懲戒）に該当するもので、関係し

た職員の懲戒処分をすること。 

 

  (2) 事実を証する書面 

  ア 栃木市と株式会社日本理化工業所が令和２年３月２３日付けで締結した岩舟総合

運動公園内所在の多目的グラウンドにサッカー用施設を設置すること及び設置後の
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維持管理等に関する覚書の写し 

  イ 起案文書等の写し 

    令和２年３月２３日付け決裁、岩舟総合運動公園設置予定のサッカー用施設（サ

ッカー専用スタジアム、天然芝サッカー専用練習場等）に係る(株)日本理化学工業

所との覚書について 外１２件 

  ウ 栃木市議会会議録等の写し 

    令和元年第３回定例会会議録（抜粋） 外６件 

  エ 岩舟総合運動公園内サッカー専用施設 CITY FOOTBALL STATION内覧会資料 

 

 ４ 請求の受理 

   本件請求は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２

条所定の要件を具備しているものと認め、令和３年２月２５日に受理を決定した。 

  

第２ 監査の実施 

 １ 監査対象事項 

  (1) 住民監査請求の対象は、法第２４２条第１項の規定により、公金の支出、財産の

取得・管理・処分、契約の締結・履行、債務その他の義務の負担、公金の賦課・徴

収を怠る事実及び財産の管理を怠る事実の６種類の行為又は怠る事実（以下「財務

会計行為」という。）に限られ、これらのうち、公金の支出、財産の取得・管理・処

分、契約の締結・履行及び債務その他の義務の負担については、当該行為がなされ

ることが相当の確実さをもって予測される場合を含む、とされている。 

    したがって、請求の要旨から判断し、次の事項を監査の対象とした。 

  ア 栃木市と株式会社日本理化工業所（以下「本件企業」という。）が令和２年３月２

３日付けで締結した岩舟総合運動公園内所在の多目的グラウンドにサッカー用施設

（以下「本件施設」という。）を設置すること及び設置後の維持管理等に関する覚書

（以下「本件覚書」という。）の締結が違法又は不当であるかどうか。 

  イ 財産の貸付けによる本件施設の設置が違法又は不当であるかどうか。 

  ウ 都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「公園法」という。）第５条に基づく

本件施設の設置許可（以下「本件許可」という。）が違法又は不当であるかどうか。 

  エ 本件許可に伴う使用料（以下「本件許可使用料」という。）を免除したことが違法

又は不当であるかどうか。 

  オ 本件施設の許可に当たり栃木市公園有料公園施設に関する条例（平成２２年条例

第１９２号。以下「有料公園施設条例」という。）第５条に基づく使用料（以下「有

料公園施設使用料」という。）の徴収を怠ったことが違法又は不当であるかどうか。 

  カ 本件施設の設置により、栃木市公園条例（平成２２年条例第１９１号。以下「公

園条例」という。）及び有料公園施設条例に定める有料公園施設の市民利用を妨げる

ことは違法又は不当であるかどうか。 

  キ 本件施設の固定資産税（以下「本件固定資産税」という。）を免除することが違法
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又は不当であるかどうか。 

 

  (2) 請求人は、講ずべき措置において、公園条例及び有料公園施設条例を改正せずに

本件施設の設置を許可したことは、職務上の義務に違反し、職務を怠ったものであ

り、その行為は地方公務員法第２９条に該当するもので、関係した職員の懲戒処分

を求めている。 

    しかしながら、法第２４２条第１項は、請求人が求めることができる措置の内容

として、当該行為を防止し、若しくは是正し、若しくは当該怠る事実を改め、又は

当該行為若しくは怠る事実によって当該普通地方公共団体の被った損害を補填する

ために必要な措置、と規定しており、関係した職員の懲戒処分は上記のいずれにも

当てはまらない。 

    したがって、請求人が要求する講ずべき措置オは、監査の対象としないこととし

た。 

 

 ２ 監査対象部局 

   総合政策部スポーツ連携室、財務部資産税課及び建設部公園緑地課を監査対象部局

とした。 

   なお、令和３年４月１日からは、総合政策部総合政策課スポーツ連携室、経営管理

部税務課及び都市建設部公園緑地課がそれぞれ事務を所掌している。 

 

 ３ 請求人の証拠の提出及び陳述 

  (1) 請求人に対して、法第２４２条第７項の規定に基づき、令和３年３月１５日に証

拠の提出及び陳述の機会を設けた。その内容は、おおむね次のとおりである。 

  ア 本件施設は、公園法第５条第２項第２号に定める「当該都市公園の機能の増進に

資する」どころか、公園のメイン施設である４００メートルトラック、野球場２面

及びサッカー場２面の破壊を伴ったものである。 

  イ 公園法第５条は、広大な都市公園の未利用部分に利用料金を徴収したりする施設

を作っていいとする趣旨である。ところが、旧岩舟町民の血税でつくったメイン施

設を全部壊してしまった。ここが重大である。原状回復を求めたい。 

  ウ 使用料の減免については、市長が公益上その他特別の理由があると認めたときと

規定されているが、相手は、サッカークラブチームを保有し、試合興行により経営

する営利企業である。スタジアム等の使用料は高額で、一般市民が利用できない料

金体系になっている。これらの状況から、免除措置は市長の職権濫用に当たる。 

  エ 固定資産税の減免規定は、納税者の担税能力の遺失、損壊の場合を想定したもの

で、公的資産以外は、法令に定めのあるものを除き課税されるものである。有償で

貸し付けている場合には、当然所有者には課税される。相手企業は、営利目的に入

場料を取り事業展開するものであり課税対象である。栃木市税条例施行規則第３４

条第１項第１４号は、前各号に掲げるもののほか、公益上その他特別の事由がある
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と認められるものは市長が定める額、と定めているが、この解釈は同項第１号から

第１３号の趣旨を受け継ぐことは明らかである。 

  オ 陸上トラック、野球場、サッカーグラウンドを失った岩舟地域の市民は、どこで

陸上練習、野球の試合、サッカーの試合をやったらいいのか。今スポーツは学校活

動から社会活動に移りつつあり、社会活動としてやるべき場を失ってしまった。 

  カ 栃木市総合計画では、身近なスポーツ施設や運動広場の利用環境の充実を挙げて

いる。今回のサッカースタジアムは、身近なスポーツ施設とは程遠い施設であり、

高額な使用料を設定しており、市民は気軽に使用できる施設ではない。しかも、こ

れまで、安価で気軽に利用できた「野球場、陸上競技場、サッカー場」を廃止して

しまったもので、総合計画の理念とまったく逆行した行為である。 

  キ 千葉市の行政財産使用料及び普通財産貸付料の減免等に係る取扱いの規定では、

今回のサッカースタジアムの減免は当てはまらない。千葉市の規定は一般常識的な

規定であり、今回の使用料免除は認められない。 

  ク 令和元年台風１９号の被災者は固定資産税が減額なのに対し、従来の地域の憩い

の場である運動場、野球場を無くした挙句、サッカーチームの親会社のスタジアム

建設に土地を無償提供し、固定資産税も無しという、耳を疑うような内容に怒りさ

え覚える。本来、一企業の一スポーツクラブであり、サッカーチームを企業のステ

ータスシンボルと位置付けているならば、もっと実直に企業が責任をもって自らの

資金できちっと運営していくのが本筋である。 

 

  (2) 陳述において、次のとおり請求の要旨の補正があった。 

  ア 法第９６条第１項第６号で、条例で定める場合を除く財産の交換、処分、譲渡若

しくは貸付けを議決要件と定め、このことに違反し無効であるとするものである。 

  イ 法第２３８条ではなく、第２３８条の４に改める。 

  ウ 公園法第５条に基づく設置許可が、同条第２項第２号に定める都市公園の機能の

増進に資するどころか、４００メートルトラック、野球場２面、サッカー場２面の

破壊を伴うものであり、損害が発生している。よって財産である４００メートルト

ラック、野球場等の従前施設の復元を求める。 

  エ 固定資産税はまだ課税されていないので、講ずべき措置における遺失税の弁済は

削除する。 

  オ 講ずべき措置における契約解除による損害賠償請求に対する弁済は、契約解除に

より相手から市に対する賠償請求権が発生する恐れがあり、その場合の責任を、市

長及び契約を推進した幹部職員が負うべきとするものである。 

 

  (3) 新たな証拠として次の書面が提出された。 

  ア 栃木市総合計画（抜粋）の写し 

  イ 千葉市「行政財産使用料及び普通財産貸付料の減免等に係る取扱いについて」 
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 ４ 弁明書及び証拠書類の提出並びに関係職員の陳述 

   市長に対して、弁明書及び証拠書類の提出を求めるとともに、法第１９９条第８項

の規定に基づき、令和３年３月２９日に関係職員の陳述を聴取した。その内容は、お

おむね次のとおりである。 

  (1) 監査対象事項１(1)ア及びイに関して 

  ア 本件覚書の締結は、法令及び条例に抵触せず、職権濫用にも該当せず、違法・不

公正な行政行為ではない。請求人が主張する各法令には次のとおり該当せず、本件

覚書締結に議決は不要である。 

  イ 法第９６条第１項第６号及び第２３７条第２項は、条例での定めが無い場合に自

治体の財産を適正な対価なくして貸し付ける場合に議決を必要とする規定であり、

本件施設の設置がこの貸付けにあたると主張するものと思われるが、本件施設の設

置は公園法及び公園条例の定めに基づく設置許可に基づくものであり、本条に該当

しない。 

  ウ 栃木市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条は、

予定価格２，０００万円以上の不動産の売払い時に必要とした規定であるが、本件

において不動産の売払いを行っておらず、本条に該当しない。 

  エ 法第２３８条の４は、行政財産の貸付け等の定めの規定であるが、本件施設の設

置は貸付けではなく、公園法及び公園条例の定めに基づく設置許可に基づくもので

あり、本条に該当しない。 

  オ 栃木市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例第２条及び同施行

規則は、地方自治法施行令第１６７条の１７の規定に基づき、長期継続契約を締結

することができる契約を定めたものであるが、本件覚書は本条が定める契約のどれ

にも該当せず、本条に該当しない。 

  カ 栃木市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例第５条は、行政財産である

土地及び建物について、他の地方公共団体又は地方自治法施行令第１６９条の２に

規定するものに無償又は時価よりも低い価額で貸し付けることができることを定め

ているもので、これによる場合は法第９６条第１項第６号の「条例で定める場合」

に該当し、議決が不要となるものである。本件施設の設置は貸付けではなく、公園

法及び公園条例の定めに基づく設置許可によるものであり、本条は適用がない。 

  キ 覚書という表記に問題はない。栃木市公文例規程第２条には、公文の種類が挙げ

られており、覚書は第１１号証明書等のその他前各号以外のものとなる。この覚書

は市が職務として相手側と協議の上作成されたものであり、本件許可に際しての条

件を定めること及び当事者双方の役割と責任を明確にするために作成された公文書

である。「契約」という用語は、民法の規定する債権の成立を目的とする合意以外に、

一般にすべての合意を含む広い意義にも用いられることがあることから、本覚書を

「契約」と呼称することも可能としても、覚書の呼称が公文例規程に抵触するとい

う定めはない。 
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  (2) 監査対象事項１(1)ウ、エ、オ及びカに関して 

  ア 請求人は、「本件覚書第８条では、使用料、賃貸料を免除するとし、」と主張する

が、本件覚書第８条に、使用料を免除するという記載はあるものの、賃貸料という

表記はない。また、使用料免除の期間は、本件許可の期間とし、許可を更新した後

については双方で協議するとしている。 

  イ 請求人は、「契約期間は第６条で、本件許可の取得と更新条項を定め１０年とし

た。」と主張するが、契約期間という記載はない。契約期間は、許可申請期間を意味

すると解したとしても、第６条でその期間を１０年と定めてはいない。第６条では、

許可取得が必要であること、許可申請の年数は１０年を上限とすることが記載され

ているのみである。 

    本件許可の期間は３年で、更新を希望するときは、更新の許可を受けることが必

要である。 

  ウ 廃止した野球場、サッカー場、陸上トラックは、平成２７年度から令和元年度の

５年間の平均利用件数が年間１４４件、使用料収入が約２１万円程度で、施設利用

数は横ばい傾向にあり、そのままでは利用増加を見込むことが難しく、今後の方針

に悩んでいたところである。 

  エ 本件施設では、天然芝サッカースタジアム、夜間照明、大型ビジョン、会議室等

を備えたスタジアム棟などの新しい施設が設置されることにより、都市公園として

の機能が大幅に増進される。 

  オ 民設民営のため設置事業者が自己資金で整備、維持管理を行うことから、整備費

（約１７億円）や維持管理費（年間約７，０００万円程度の見込）などの本市の財

政的な負担はない。 

  カ 今回の施設設置については、まず、一般利用が可能なこと、栃木市民向けオープ

ン開放（設置者と本市との取り決めにより、年間数日の無料利用日）の活用が可能

となること、今まで開催されていた体育祭やマラソン大会などの地域イベント等に

ついても、設置事業者も協力して実施予定であること、その他にも市民にスタジア

ムに親しんでもらうための新たな試みとして、幼児、小学生向けのスタジアムピッ

チ開放、ホームゲーム前市民向けサッカー教室、見るスポーツとしての試合観戦、

市独自サッカー大会、パブリックビューイング開放などを行う予定であることなど

により、広く市民が利用できる施設である。 

    また、市内初となるＪリーグのＪ３規格に適合する５，０００人規模の天然芝サ

ッカー専用スタジアム、夜間照明、大型ビジョン、会議室等を備えたスタジアム棟

などの新しい公園施設が設置されたことにより、都市公園としての機能が増進され、

Ｊ３サッカー公式試合開催が可能となり、スポーツを通じた地域活性化が期待でき

るとともに、新たに設置された夜間照明や大型ビジョンを活用したエキシビジョン

マッチ、大規模な映像上映等のイベント開催など、都市公園の新たな利活用が図ら

れ、イベント集客による地域の活性化に寄与することも期待できる。 

    さらに、市外からの観客等の行き帰りに地元の店や観光スポットなどへの立ち寄
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りなども期待でき、地域の賑わいや地域経済の活性化なども期待できるところであ

る。 

    公園条例第２２条で、「市長は、公益上その他特別の理由があると認めたときは、

使用料を減額し、又は免除することができる。」と定められており、減免については

市の裁量の範囲内であり、職権濫用には当たらない。 

    もともとグラウンド利用において大きな収入があったわけではないことからすれ

ば使用料免除によるデメリットは少なく、かえって、昨今のレクリエーションに対

する国民ニーズの多様化等を考慮し、民間の活用により都市公園の整備と管理を推

進することが期待されていることからすれば、本件施設が建設され、公式試合が開

催され、地域住民への協力により種々のイベントなどが行われることで多くの観客

等の集客が見込めること、ひいては周辺地域を含めた地域振興や地域活性化に寄与

することから公益性があるといえ、使用料の免除は適法である。 

  キ 公園条例や有料公園施設条例で規定されている岩舟総合運動公園の有料公園施設

である野球場、陸上競技場、サッカー場は、当該条例が令和２年９月議会の審議を

経て改正されたことから、令和２年９月の条例改正施行日までの間、当該３施設は

有料公園施設として条例上の位置づけがあったことになる。 

    しかしながら、令和２年３月２４日の本件許可では、設置許可期間を令和２年４

月１日から令和５年３月３１日までとしていることから、その期間は当然に野球場、

陸上競技場、サッカー場としての利用は出来ず、有料公園施設として貸し出すこと

はあり得ない状況であった。 

    以上のことから、条例改正は同年９月議会の審議を経て施行されたとしても、本

件許可の期間中に、旧施設を利用することは不可能であり、施設の利用に係る使用

料は発生しえないのであるから、損失も発生していない。 

    なお、旧施設の貸出業務を行っていた指定管理者には、サッカースタジアムが設

置されることや、設置に伴い当該３施設の貸出しと利用ができなくなることについ

て事前に説明をし、指定管理者から使用のあった団体に個別に説明をしたほか、本

市ホームページや新施設建設のための地元住民への説明会においても、市民への周

知を行ってきた。結果、令和２年４月以降の当該３施設の貸出し予約に関する問い

合わせは無かった。 

  ク 本件許可は、上記ウ、エ、オ及びカのとおり、旧施設の利用の低迷などに苦慮し

ていたところ、民間の活用により新施設を設置し公園の整備と管理を推進すること

を目的としてなされたものである。旧施設の撤去なくして新施設の設置はできない

のであるから、その撤去が損害であるという主張は成り立たない。なお、旧施設に

あった主な設備は野球場の散水栓であり、その他に芝生、陸上トラックのクレー舗

装があったが、事業者の負担で撤去している。フェンスとベンチは現在もそのまま

である。 

    以上のとおり、旧施設の破壊に伴う損害は発生しておらず、むしろ新施設の設置

により都市公園機能が増進されることから、旧施設の復元を求めるという主張は棄
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却されるべきである。 

  ケ 新設のスタジアムは、民設民営のサッカー専用スタジアムである。利用料金の適

正価格を検証するにあたり、通常であれば国内の同様の施設を比較対象とするとこ

ろであるが、民設民営サッカースタジアム自体が国内初となり、同様の施設が存在

しないことから、官設民営（指定管理者制度）の施設の中で規模等が近い栃木県グ

リーンスタジアム、カンセキスタジアムとちぎ及び茨城県立カシマサッカースタジ

アム、第三セクター運営の東京都のＡＧＦフィールドを比較対象として選定した。 

    利用料を平日１時間あたりの時間単価に換算した場合、岩舟のサッカースタジア

ムがメインで９０，０００～１２０，０００円／時、サブグラウンドで１２，００

０円／時であるのに対し、グリーンスタジアムやカシマスタジアムが約３，０００

～４，０００円／時程度、カンセキスタジアムが約５，０００～８，０００円／時

程度、ＡＧＦフィールドが約２８，０００～４４，０００円／時程度で、これらの

平均価格は約１１，５００円／時である。 

    メインについては、公式試合での運用が中心となり、試合前後に芝生養生期間が

必要となることから実利用日数が制限され採算性の確保が難しいこともあり、比較

的高額な料金設定になる。 

    サブグラウンドについては、サッカーの練習を含め一般市民の利用が十分可能で、

平日利用料金は比較対象施設の平均価格に近いものとなっている。 

    市が維持管理費を負担しない民設民営サッカースタジアムを独立採算で維持して

いくことを考慮し、社会通念を逸脱した料金設定とは言えないと判断した。 

  コ チームがＪ３に昇格する展望については、昨シーズン全国地域サッカーチャンピ

オンズリーグの決勝ラウンドまではコマを進めたが、惜しくも昇格を逃してしまっ

た。所属する関東サッカーリーグ１部は、昇格するには一番難しいとされているカ

テゴリーだが、今シーズンも戦力を補強しており、Ｊ３に昇格することが期待でき

る。 

  サ Ｊ３に昇格した場合の公式戦開催による観客がもたらす地域への経済効果につい

ては、２０１９シーズンのＪ３平均観客数２，３９４人に、ホームゲーム開催時の

関係者８０人を加算し、これに本市観光基本計画における一人当たりの観光消費額

１，８５５円を乗じて、年間約６，４２５万円と推計される。 

  シ その他の地域の活性化の根拠として、近隣観光施設等との相乗効果が図れ、栃木

市、岩舟地域の知名度が向上し、スポーツツーリズムの実施にもつながることが挙

げられる。 

  ス 覚書に基づく事業計画は、スタジアムの工事がまだ完了していないため提出され

ていない。今後提出してもらうが、先方が示している既存の地域イベントや市民向

けオープン開放などの新たな市民向けイベントを盛り込んだ計画書の提出を求めて

いる。 

    計画どおりに行われない場合は、設置許可の取消しも考えられる。 

  セ 合併により栃木市は運動公園が多い。しかし、廃止するということは難しく、今
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後の利活用として、プロスポーツの力を入れて、サッカーに特化した岩舟総合運動

公園、自転車競技に強い藤岡運動公園といった色分けをしていく方針である。 

  ソ スポーツ庁では、自分でスポーツをする「するスポーツ」だけでなく、「みるスポ

ーツ」や「ささえるスポーツ」を通して、市民に交流が生まれるような環境をつく

っていこうと提唱している。プロスポーツを身近に「みる」ことで、自分も身体を

動かしたいという動機づけが生まれるので、スポーツに親しむきっかけづくりとし

て総合計画とも整合するものである。 

 

  (3) 監査対象事項１(1)キに関して 

  ア 本件は、施設を設置事業者が自己資金で整備し、維持管理を行うとともに、これ

まで開催していた体育祭やマラソン大会等の他、新たに栃木市民向けオープン開放

等の地域イベントを設置事業者と協力して実施する予定であるから多くの観客や利

用者等の集客が見込まれるとともに、地域振興や地域活性化に寄与することが期待

される。 

    したがって、本市にとって、公共性、公益性が高い事業であると認められ、栃木

市税条例第７１条第１項第４号及び同条例施行規則第３４条第１項第１４号で定め

る減免事由に該当することから、市長の職権濫用とはいえず、当該事業に係る固定

資産税を減免することは適正であると判断する。 

  イ 本覚書にて免除する旨の合意があるとしても、対象となる建物は地方税法第３５

９条により令和３年１月１日現在完成しておらず、現時点において課税対象ではな

い。適正な課税を求めることは、監査請求の対象となる財務会計行為に当たらない

ので、請求の却下を求める。 

 

第３ 監査の結果 

 １ 事実関係の確認 

   監査の結果、次の事実を確認した。 

  (1) 岩舟総合運動公園（以下「本件運動公園」という。）について 

  ア 本件運動公園は、公園法第２条の２の規定に基づき、平成１９年４月１日岩舟町

告示第３７号にて公告され、本市が設置している都市公園（公園種別：運動公園）

である。なお、本件運動公園東側の市道拡幅に伴う公園区域の減少により、本件監

査期間中の令和３年３月３０日付け栃木市告示第１０５号にて区域の変更の公告が

された。 

  イ 都市公園とは、都市公園法運用指針第４版（平成３０年３月国土交通省都市局。

以下「運用指針」という。）の「はじめに」にあるとおり、人々のレクリエーション

の空間となるほか、良好な都市景観の形成、都市環境の改善、都市の防災性の向上、

生物多様性の確保、豊かな地域づくりに資する交流の空間など多様な機能を有する

都市の根幹的な施設であり、その中でも運動公園とは、主として都市住民全般の運

動の用に供することを目的とする公園である。 
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  ウ 以上から、本件運動公園は、本市において公共用に供することを決定した財産で

あり、法２３８条第４項の規定により行政財産に分類される。 

  エ 本件運動公園の位置、面積及び主要な施設は次のとおりである。 

   (ｱ) 位  置  栃木市岩舟町三谷及び新里地内 

   (ｲ) 面  積  １８８，２２６．８２㎡ 

   (ｳ) 主な施設  サッカー専用スタジアム、サッカー専用天然芝練習場、ゲートボ

ール場、グラウンドゴルフ場、ジョギング・サイクリングコース、

花見園及びユニバーサルスポーツ広場 

  オ 令和２年９月２８日に、公園条例及び有料公園施設条例が改正され、有料公園施

設であった野球場、陸上競技場及びサッカー場が廃止された。 

 

  (2) 本件運動公園の過去５年間の使用料、利用者及び利用件数の推移は、次のとおり

である。なお、「多目的競技場」とは「野球場」、「陸上競技場」及び「サッカー場」

の総称であり、表記の金額、人数及び件数は各施設の合計である。 

  ア 過去５年間の使用料 

                                 （単位：円） 

 H27 H28 H29 H30 R01 ５年平均 

多目的競技場 162,800 187,400 250,250 248,050 209,450 211,590 

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場 26,400 5,500 25,400 36,000 29,600 24,580 

合計 189,200 192,900 275,650 284,050 239,050 236,170 

 

  イ 過去５年間の利用者数 

                                 （単位：人） 

 H27 H28 H29 H30 R01 ５年平均 

多目的競技場（市内） 4,605 3,445 5,202 4,560 3,221 4,206.6 

多目的競技場（市外） 731 869 483 1,465 579 825.4 

小計 5,336 4,314 5,685 6,025 3,800 5,032.0 

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場（市内） 209 395 248 144 233 245.8 

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場（市外） 0 0 0 0 0 0 

小計 209 395 248 144 233 245.8 

合計 5,545 4,709 5,933 6,169 4,033 5,277.8 
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  ウ 過去５年間の利用件数 

                                 （単位：件） 
 H27 H28 H29 H30 R01 ５年平均 

多目的競技場（市内） 101 105 148 130 145 125.8 

多目的競技場（市外） 10 19 20 30 14 18.6 

小計 111 124 168 160 159 144.4 

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場（市内） 3 5 4 4 5 4.2 

ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場（市外） 0 0 0 0 0 0 

小計 3 5 4 4 5 4.2 

合計 114 129 172 164 164 148.6 

 

  (3) 本件覚書について 

    本件覚書は、本市と本件企業とが令和２年３月２３日付けで締結したもので、そ

の内容は次のとおりである（覚書中の略称は、この覚書においてのみ使用するもの

である。）。 

                  覚   書 

    株式会社日本理化工業所（以下「甲」という。）と栃木市（以下「乙」という。）

は、乙が都市公園法（以下「法」という。）の規定により設置管理する都市公園であ

る岩舟総合運動公園内所在の多目的グラウンド（以下「多目的グラウンド」という。）

に、甲がサッカー用施設を設置すること及び設置後の維持管理等を行うことについ

て、次のとおり合意したので、それを証するため覚書を締結する。 

    （目的） 

   第１条 この覚書は、甲の申請に基づき、乙が甲に対し法第５条第１項に規定する

公園施設の設置管理の許可（以下「本件許可」という。）をするに際して、法第８

条に規定する許可の条件を定めると同時に、甲及び乙の役割及び責任を明確にす

ることを目的とする。 

    （公共性理念の尊重） 

   第２条 甲は、本件設置管理事業に当たっては、スポーツ施設に求められる公共性

を十分理解し、可能な限り地域住民の意向を尊重し、取り入れるよう努めるもの

とする。 

    （設置施設内容） 

   第３条 甲は、多目的グラウンドに次の施設（以下「本件施設」という。）を設置す

る。 

     (1) サッカー専用スタジアム 

     (2) サッカー専用天然芝練習場 

     (3) その他前２号の整備に付帯して必要となるもの 

    ２ 前項の設置費用については、甲が負担する。 

    （設置基準） 
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   第４条 略 

    （工事期間） 

   第５条 甲が前条で行う設置に係る工事期間は、令和２年４月から令和２年９月ま

でとする。但し、工事が遅延する場合は、甲乙協議の上、必要な期間延長できる。 

    ２ 乙は、工事着手前までに、多目的グラウンドの市民の利用を停止する。 

    （本件許可の取得と更新） 

   第６条 甲は、前条第１項の工事開始までに、乙から本件許可の取得をしなければ

ならない。なお、本件許可申請の年数は、１０年間を上限として申請する。 

    ２ 甲は更新を希望するときは、本件許可の終了する６カ月前までに、乙から更

新の許可を受けなければならない。 

    （遵守事項） 

   第７条 略 

    （土地使用料） 

   第８条 本件許可に係る多目的グラウンドの土地に対する栃木市公園条第１１条に

定める使用料については、同条例第２２条の規定により免除する。 

    ２ 前項の免除年数は第６条第１項の期間とする。 

    ３ 更新後の免除については、その時点において甲乙協議の上決定する。 

    （固定資産税） 

   第９条 第３条により甲が設置する建物等に対し、栃木市税条例第５４条の規定に

より課税される固定資産税については、同条例第７１条第１項第４号の規定によ

り免除する。 

    ２ 前項の免除年数は第６条第１項の期間とする。 

    ３ 更新後の免除については、その時点において甲乙協議の上決定する。 

    （原状回復義務） 

   第１０条 略 

    （施設の維持管理費等） 

   第１１条 本件施設の維持管理及び修繕等については甲が行う。 

    ２ 前項にて甲が維持管理及び修繕等を行う本件施設は、後記管理施設目録に記

載した土地及び施設とする。 

    （施設利用と利用料金） 

   第１２条 甲は、本件施設を、栃木シティフットボールクラブのホームスタジアム

及び練習場として利用する。 

    ２ 甲は、前項に関わらず、栃木シティフットボールクラブの利用に支障がない

範囲で市民等の一般利用者に貸し出しを行うことができる。その場合の料金、

時間、区分等については、甲と乙が協議のうえ決定し公表する。 

    ３ 甲は、本件施設を市民等の利用に供するため、セミナー、イベントを定期的

に行うこととし、甲は毎年度２月末日までに翌年度の事業計画を乙に提出する。 

    ４ 第１項から前項により甲が収受した入場料、利用料その他売上げ代金及び甲
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が本件施設にて行った自主事業等により収受した売上代金は甲の収入とする。 

    （維持管理費の負担等） 

   第１３条 甲は、第１１条第１項の維持管理等に要する費用（経年劣化等によるス

タジアムの修繕及び管理運営に影響のある法令等の変更で生ずる費用を含む。）

及び、第４条の整備基準を満たすため等の大規模修繕費を負担する。 

    ２ 甲は、前項の大規模修繕を行う場合は、大規模修繕計画を策定し、設置許可

内容の変更について乙と協議しなければならない。 

    ３ 不可抗力（自然災害、争乱、暴動その他、甲乙のいずれの責めにも帰すこと

のできない自然的または人為的な現象）によるスタジアムの損傷、試合その他

の中止または延期などに掛かる費用負担等は、甲が負担する。 

    （経理） 

   第１４条 略 

    （事前協議） 

   第１５条 略 

    （計画） 

   第１６条 甲は、毎事業年度開始月の前々月末日までに、利用計画、自主事業計画

について事業計画書を作成し、乙に提出しなければならない。 

    （報告） 

   第１７条 甲は、毎事業年度終了月の翌月末日までに、次の各号について記載した

事業報告書を作成し、乙に提出しなければならない。但し、年度の途中で設置が

取り消しとなった場合は、その取り消された日までの事業報告書を同日から起算

して３０日以内に提出しなければならない。 

     (1) 利用状況 

     (2) 経理状況 

     (3) 維持管理業務の実施状況 

     (4) 自主事業（セミナー、イベント等）の実施状況 

     (5) その他、報告が必要と思われること 

    （緊急時の対応） 

   第１８条 略 

    （事故等の責任） 

   第１９条 略 

    （権利義務譲渡等の禁止） 

   第２０条 略 

    （重要事項変更の届出） 

   第２１条 略 

    （指定の取消等） 

   第２２条 甲が次の各号のいずれかに該当するときは、乙は甲に対し、本件許可を

取り消し、または期間を定めて管理業務等の全部または一部の停止を命じるこ
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とができる。 

     (1) 条例及び規則の定めによるとき。 

     (2) 本覚書の定めに従わないとき。 

     (3) 甲が暴力団及び暴力団員と関係があると認められたとき。 

     (4) 甲が公序良俗に反すると認められたとき。 

     (5) その他社会正義に照らし認められないと判断したとき。 

    ２ 乙は、前項第１号から第５号までの規定により指定を取り消し、または管理

業務の全部または一部の停止を命じた場合、甲に生じた損害、損失及び追加費

用等について賠償責任を負わない。 

    ３ 乙は、第１項の規定により本件許可を取り消したときは、本覚書を解除する。

この場合において甲は、本件許可の取消しまたは本覚書の解除により、乙に生

じた損害について賠償の責を負う。 

    （守秘義務） 

   第２３条 略 

    （公開） 

   第２４条 甲は、栃木シティフットボールクラブがスタジアム及び練習場を使用し

て行う試合や練習は、「見るスポーツ」として市民のスポーツへの興味を誘引し、

「するスポーツ」への動機づけ効果が期待できることから、栃木シティフットボ

ールクラブをして、可能な限り市民に公開させるものとする。 

    （周辺住民等への対応等） 

   第２５条 甲は、甲が施設の設置及び維持管理等を行うにあたって生じる交通問題、

騒音問題等の周辺住民等への対応並びに栃木シティフットボールクラブの試合及

び練習とそれに伴う公開等に関しての対応を行う。ただし、乙の責に帰すべき内

容については乙が行うものとする。 

    ２ 甲は、乙が岩舟地域全体で行う体育祭等の行事、イベント等開催時の利用に

ついて、地域の利用に配慮する。但し、甲は、チーム利用状況及び芝の管理状

態を勘案して、場所、日程及び内容等を協議し対応する。 

    （信義則） 

   第２６条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本覚書に定める事項を履行しなけれ

ばならない。 

    ２ 甲は、本件設置施設が岩舟総合運動公園内に設置される運動施設であること

を常に念頭に置き、適正に使用しなければならない。 

    ３ 甲及び乙は、乙と株式会社 THE TOCHIGI CITY UNITEDとの連携協定書（令和

元年度５月３０日締結）を尊重し、履行しなければならない。 

    （疑義等の決定） 

   第２７条 略 

    この覚書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲と乙において、記名押印の

うえ、各自１通を保有する。 
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    令和２年３月２３日 

                      甲 株式会社日本理化工業所 

                      乙 栃木市 

 

  (4) 本件覚書の締結に係る主な経過について 

    本件覚書の締結に係る経過として、監査委員が確認することができたのは次のと

おりである。 

  ア 令和元年度５月３０日に、栃木市と本件企業のグループ関連企業である株式会社

THE TOCHIGI CITY UNITEDとの間で、サッカー、フットサルを中心としたスポーツ

を通じた地域づくり、活性化を目指し、相互に連携・協力して取り組むこととした

連携協定書（以下「連携協定書」という。）を締結した。 

  イ 令和元年８月１９日に、株式会社 THE TOCHIGI CITY UNITEDからサッカー専用ス

タジアムの整備についての要望書が本市に提出された。この要望書において、株式

会社 THE TOCHIGI CITY UNITEDは、本件許可使用料の無償と本件固定資産税の減免

措置を要望している。 

  ウ 令和元年８月２０日の庁議において、本件運動公園をサッカー専用スタジアムの

整備地として決定するとともに、上記要望に対し、本件許可使用料の無償と本件固

定資産税の減免措置を行うことを市の方針として決定することについて了承された。 

  エ 令和２年３月１０日の庁議において、本件覚書の締結について了承された。 

  オ 令和２年３月２３日に、本件覚書の締結について市長決裁がなされ、同日付けで

本件企業と本件覚書を締結した。 

 

  (5) 本件施設について 

  ア 土地 

   (ｱ) 所在地  栃木市岩舟町三谷１０５１番１ 外１７筆 

   (ｲ) 敷地面積 ２８，２１１㎡ 

  イ サッカー専用スタジアム 

   (ｱ) 建築面積 スタジアム棟 ９６９．２㎡ 

          トイレ棟 ９５．５㎡ 

   (ｲ) 建築構造 スタジアム棟 鉄骨造２階建 

          トイレ棟 鉄骨造１階建 

   (ｳ) 主要施設 メインスタンド ８００㎡ 

          バックスタンド ２，７７１㎡ 

          ゴール裏スタンド（南） ２８３㎡ 

          ゴール裏スタンド（北） ４１３㎡ 

          天然芝サッカーピッチ ７，１４０㎡ 

          トイレ棟 ９５．５㎡ 

  ウ サッカー専用天然芝練習場 
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   (ｱ) 天然芝サッカーピッチ ７，１４０㎡ 

 

  (6) 本件施設の貸出料金について 

  ア 本件施設の貸出料金を一部抜粋（アマチュアスポーツ、入場料徴収なし、平日使

用）すると、次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

施設 対象 
一般 高校生以下 

平日(円) (円/時) 平日(円) (円/時) 

メイン 

(天然芝) 

市内 9～13､13～17時 360,000 

17～21時 480,000 

90,000 

120,000 

240,000 

360,000 

60,000 

90,000 

 市外 9～13､13～17時 480,000 

17～21時 600,000 

120,000 

150,000 

360,000 

480,000 

90,000 

120,000 

ｻﾌﾞｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 市内 9～13､13～17時  48,000 12,000 40,000 10,000 

(天然芝) 市外 9～13､13～17時 180,000 45,000 120,000 30,000 

   ※メインは、上記(5)イを指し、サブグラウンドは、ウを指す。 

 

  イ 貸出料金の設定は、本件覚書第１２条第２項で、本市と本件企業で協議のうえ決

定することになっている。また、運用指針の４．（２）③施設の管理において、「営

利行為を伴う公園施設の許可にあたっては、一般公衆の自由な利用に供されるべき

公共施設たる都市公園の本来の使命に影響を及ぼすことのないよう、入場料その他

の料金の価格や販売する物品の種類及び価格等が社会通念上適正なものかどうか確

認するとともに、必要に応じ指導等を行うことが望ましい。」と示されている。 

  ウ 本件施設の貸出料金の設定に当たり、担当課が比較対象とした施設の利用料は、

次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

施設名 競技場 一般･平日(円) (円/時) 

栃木県ｸﾞﾘｰﾝｽﾀｼﾞｱﾑ メイン 

(西洋芝) 

9～13時(4h)  11,100 

13～17時(4h)  13,800 

17～21時(4h)  16,700 

2,775 

3,450 

4,175 

ｶﾝｾｷｽﾀｼﾞｱﾑとちぎ メイン 

(天然芝) 

8:30～12時(3.5h)  21,100 

12～18時(6h)  28,500 

18～21時(3h)  23,800 

6,029 

4,750 

7,933 

茨城県立ｶｼﾏｻｯｶｰｽﾀｼﾞｱﾑ メイン 

(天然芝) 

9～12時(3h)  10,570 

12～17時(5h)  17,540 

17～22時(5h)  17,540 

3,523 

3,508 

3,508 

(東京都)AGF ﾌｨｰﾙﾄﾞ メイン 

(天然芝) 

8:30～12:30(4h) 110,000 

13～17時(4h) 110,000 

17:30～20時(2.5h) 110,000 

27,500 

27,500 

44,000 

 

  (7) 本件許可決定及び本件許可使用料免除の決定について 
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    本件許可及び本件許可使用料免除の内容並びに決定の経緯は次のとおりである。 

  ア 令和２年３月１９日に、本件企業から本件施設の設置に係る公園施設設置許可申

請書が提出された。 

  イ 上記公園施設設置許可申請書と同日に、公園使用料減免申請書が提出された。 

  ウ 令和２年３月２４日に、設置期間を令和２年４月１日から令和５年３月３１日ま

でとする本件許可を決定すること、及び本件許可使用料の免除を決定することにつ

いて建設部長決裁がなされ、同日付け栃木市指令公園第２１９号にて本件施設の設

置に係る公園施設設置許可書を本件企業宛て発出した。 

  エ 上記許可書は、本件許可使用料を免除する旨明記している。 

  オ 本件許可使用料を免除しない場合は、公園条例別表第２の規定により１㎡当たり

月額４０円であり、設置面積は２８，２１１㎡であるから、年間使用料は１３，５

４１，２８０円である。 

 

  (8) 公園条例及び有料公園施設条例の改正経過について 

  ア 令和２年第６回栃木市議会定例会において、市長から栃木市公園条例の一部を改

正する条例及び栃木市公園有料公園施設に関する条例の一部を改正する条例が議案

として提出され、令和２年９月２８日に原案可決された。 

  イ 令和２年９月２８日に、栃木市公園条例の一部を改正する条例（令和２年条例第

２４号）及び栃木市公園有料公園施設に関する条例の一部を改正する条例（令和２

年条例第２５号）が公布され、改正前の公園条例において本件運動公園の有料公園

施設として定めている「野球場」、「陸上競技場」及び「サッカー場」（以下「条例改

正前の有料公園施設」という。）が廃止された。 

  ウ 令和２年第６回栃木市議会定例会の一般質問において、議員から「この２本の条

例は、本来３月に出すべきだったのではないか。」との質問に対し、市当局は「令和

元年１１月から公園サイドとの本格的な協議が始まり、令和２年３月２３日の覚書

締結を受けて公園施設の設置を許可したことから、３月議会に議案を提出すること

ができなかった。条例改正に当たり、４月より条例に民間事業者が設置する公園施

設を残すべきかどうか栃木県と協議を進めてきたが、県内に事例がなく判断まで時

間を要し、９月議会への提出となったものである。」旨答弁している。 

  エ 請求人から提出された事実を証する書面において、公園緑地課が栃木県県土整備

部都市整備課の担当者とやりとりした令和２年４月２３日及び５月１４日のメール

を確認した。 

  オ 条例改正前の有料公園施設の使用料は、野球場が１面につき１時間当たり３１０

円で、陸上競技場が１時間当たり３１０円で、サッカー場が１時間当たり５２０円

であった。 

 

  (9) 栃木シティフットボールクラブ（以下「本件クラブ」という。）について 

  ア 本件覚書第１２条第１項の規定に基づき、本件施設をホームスタジアムとするサ
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ッカークラブである。 

  イ 本件企業のグループ関連企業である株式会社 THE TOCHIGI CITY UNITEDが運営し

ている。 

  ウ 関東サッカーリーグ１部に所属し、過去３年間のリーグ成績とホームゲームにお

ける平均観客数は次のとおりである。 

シーズン年 リーグ成績 ホーム平均観客数 

２０２０ ７勝２分け０敗 優勝 無観客 

２０１９ ９勝５分け４敗 ３位 ６１８人 

２０１８ １７勝１分け０敗 優勝 ５５０人 

 

  エ ２０２０シーズンにおいて、ＪＦＬへの昇格を決める全国地域サッカーチャンピ

オンズリーグに出場したが、決勝ラウンドで敗退し、２０２１シーズンにおけるＪ

ＦＬ昇格を逃した。 

  オ 将来Ｊリーグへの入会を目指しており、入会の条件であるＪリーグ百年構想クラ

ブに認定されている。 

  カ 市長は、平成２６年４月１日付け栃スポ振第３２７号にて、本件クラブのホーム

タウン受け入れについて承諾し、試合会場の確保、積極的な広報活動の推進、市民

をあげて応援する機運の醸成、ホームタウン活動への支援及びチームと市民の交流

の場の促進の５項目について支援することを、Ｊリーグを運営する公益財団法人日

本プロサッカーリーグ宛て回答している。 

 

  (10) Ｊ３リーグ全試合における１試合当たりの平均観客数は次のとおりである。 

    ・２０１６シーズン ２，９３７人 

    ・２０１７シーズン ２，５９５人 

    ・２０１８シーズン ２，４７０人 

    ・２０１９シーズン ２，３９４人 

    ・２０２０シーズン １，１４０人 

 

  (11) 栃木市内への球技専用グラウンドの整備等に関する陳情書（以下「陳情書」とい

う。）について 

  ア 平成２８年１１月１１日に、市長宛て陳情書が提出された。 

  イ 陳情の趣旨は、天然芝又は人工芝の球技専用グラウンド（照明・簡易スタンド付）

の整備と、球技専用スタジアムについて、中長期的視点での建設の検討を要望する

ものである。 

  ウ 陳情者は、栃木市に球技専用グラウンド整備等を目指す会であり、栃木市サッカ

ー協会、栃木市ラグビー協会及び栃木市ホームタウン協議会設立を目指す会によっ

て構成された団体である。 

  エ 陳情書には８，１１７名（うち市内居住者４，８０６名、市外居住者３，３１１



21 

名）の署名が添えられている。 

 

  (12) 平成３０年度及び令和元年度において、条例改正前の有料公園施設を利用して

いた団体が、令和２年４月以降はどこの運動場を利用しているのかを公園緑地課に

おいて聞き取り調査を実施したところ、次のとおりであった。なお、（利用回数少）

とは年１、２回程度の利用である。 

  ア 野球場（利用記録にある２９団体のうち、特に利用の多い４団体を含む６団体） 

    ・団体①（市内） 市内では主に大平運動公園、市外では佐野市等を利用。 

    ・団体②（市内） 主に栃木市岩舟総合運動場を利用。 

    ・団体③（市外） 主に佐野市の球場や、栃木市岩舟総合運動場を利用。 

    ・団体④（市内） 主に西方総合運動公園を利用。 

    ・団体⑤（市内） 主に栃木市岩舟総合運動場を利用。（利用回数少） 

    ・団体⑥（市外） 主に壬生町を利用。（利用回数少） 

  イ サッカー場（利用記録にある１４団体のうち、特に利用の多い２団体を含む７団

体） 

    ・団体①（市内） 主に日立の芝生運動場を利用。 

    ・団体②（市外） 主に佐野市内の中学校開放（土日）を利用。 

    ・団体③（市内） 主に都賀公民館や小山市を利用。（利用回数少） 

    ・団体④（市外） メンバー減少により活動停止中。（利用回数少） 

    ・団体⑤（市外） 主に小山市や白鴎大を利用。（利用回数少） 

    ・団体⑥（市外） 主に鹿沼市を利用。（利用回数少） 

    ・団体⑦（市内） 主に市内学校開放を利用。（利用回数少） 

  ウ 陸上競技場 

    ほぼ市の利用（岩舟地域の体育祭利用）だった。 

 

  (13) 本件固定資産税について 

    地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「税法」という。）第３５９条の規定

に基づき、固定資産税の賦課期日は当該年度の初日の属する年の１月１日であり、

本件請求受付時にはスタジアム建設は完了しておらず、課税の対象ではない。よっ

て、本件固定資産税は賦課されていない。 

 

 ２ 監査委員の判断 

  (1) 財務会計行為の該当性について 

    住民監査請求の対象は、第２の１(1)のとおり６種類の財務会計行為に限られる。

そして、これらの財務会計行為に該当しなければ、住民監査請求することはできず、

そのようなものを対象としている場合は、不適法なものとして却下するものとされ

ている。 

    そこで、本件請求に係る市長の各行為が、法第２４２条第１項に定める財務会計
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行為に該当するかどうかを検討する。 

  ア 本件覚書の締結について 

    住民監査請求の対象になる「契約」は、財務的処理を直接の目的とする契約に限

られる（水戸地裁平成元年３月１４日判決）とされている。そして、本件覚書は、

第３の１(3)で事実として確認したとおり（以下、同様に確認した事実を引用する場

合は「認定事実(3)のとおり」とする。）本件許可の期間中、本件許可使用料と本件

固定資産税を免除するという財務的処理について合意したものである。 

したがって、本件覚書の締結は、住民監査請求の対象となる財務会計行為に該当

すると判断される。 

  イ 本件施設の設置に係る行為について 

    請求人は、本件施設の設置は財産の貸付けに当たり、種々の法令及び条例に違反

しているものとし、論理のすり替えのために公園法を適用することは違法であると

主張する。一方で、公園法第５条に基づく設置許可は違法であることも主張してい

る。これらの主張は両立しないため、本件施設の設置は財産の貸付けに当たり、種々

の法令及び条例に違反していることを主位的な主張、本件許可は違法であることを

予備的な主張とし、個々に検討する。 

    ところで、本件運動公園のような行政財産への施設の設置に係る行為は、いわゆ

る「財産の管理」に当たると解されるが、その行為が、財産の財産的価値に着目し、

その価値の維持、保全を図る財務的処理を直接の目的とするものでなければ、住民

監査請求の対象となる財務会計行為には当たらない（最高裁第一小法廷平成２年４

月１２日判決）とされ、また、結果として地方公共団体に財産的影響が及ぶ場合で

あっても、そこで主として考慮されるのが行政目的実現の如何であって、財務会計

の適正な実現ではない場合は、財務会計行為としての財産の管理には当たらない（東

京高裁平成６年２月１７日判決）とされている。 

    これを本件に当てはめると、本件施設の設置が財産の貸付けに該当するならば、

それは財産の運用と言うべきで、財産的価値に着目し、その価値の維持、保全を図

る財務的処理を直接の目的とするものであり、住民監査請求の対象となる財務会計

行為であると判断される。 

    次に、本件許可について検討する。 

    公園法の目的は、同法第１条で、都市公園の設置及び管理に関する基準等を定め

て、都市公園の健全な発達を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的と

する、とされている。そして、同法第２条第２項において、都市公園の効用を全う

するための公園施設を各号に定義し、同法第５条第１項は、公園管理者以外の者が

公園施設を設置しようとするときは、公園管理者の許可を得なければならないと規

定し、これを受けて同条第２項は、公園管理者は、公園管理者以外の者が設置する

公園施設が、公園管理者自ら設置することが不適当若しくは困難であるか、又は公

園管理者以外の者が設置することが都市公園の機能の増進に資するものと認められ

る場合に限り許可をすることができる、と規定している。 
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    そして、公園法第５条第２項第２号の公園施設に該当するかどうかは、運用指針

の４．（２）①のとおり、対象とする公園施設の効用の内容や程度及び当該公園施設

の存する都市公園の設置目的や性格等の観点から判断することが必要であり、公園

施設が都市公園の効用を全うするものに該当するか否かについては、個々の都市公

園の設置目的や性格に応じて具体的に判断されるべきものであるから、公園法第５

条第１項の公園施設設置許可は、対象財産である都市公園の財産的価値に着目した

財務的処理ではなく、専ら公園管理上の見地からの行為であると判断するのが相当

である。 

    したがって、本件許可は、住民監査請求の対象となる財務会計行為には該当しな

いと判断すべきである。 

 

  ウ 本件許可使用料を免除したこと、及び有料公園施設使用料の徴収を怠ったことに

ついて 

    本件許可使用料については、公園法第１８条の規定により条例で定めるものとし、

これを受けて公園条例第１１条において、公園施設の設置許可を受けた者は、使用

料を納付しなければならない旨定めている。そして、使用料の算定は、１㎡当たり

の月額によって定めていることからすれば、本件許可使用料は、本件許可に係る本

件運動公園の土地の使用に対する反対給付として徴収されるものと解すべきである。 

    次に、有料公園施設使用料について検討する。 

    公園における有料公園施設は、住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に

供するための施設であり、法第２４４条の公の施設に当たるものである。そして、

公の施設は法第２２５条の規定により当該公の施設の使用の対価として使用料を徴

収することができることから、法第２２８条の規定を受けて、有料公園施設条例第

５条の規定により公の施設の使用に対する反対給付として徴収されるという性質を

有するものである。 

    したがって、本件許可使用料を免除する行為及び有料公園施設使用料の徴収を怠

っていることは、上記徴収義務を免除し、又は義務を怠るものであるから、本件運

動公園の土地又は公の施設としての財産的価値に着目し、その価値の維持、保全を

図る財務的処理を直接の目的とする財務会計上の行為であり、住民監査請求の対象

であると判断される。 

 

  エ 本件固定資産税の免除について 

    税法第３６７条に基づく免除は、一旦発生し、確定した具体的租税債権という地

方公共団体の「財産」を放棄することで「処分」したものというべき（宇都宮地裁

平成１０年５月１４日判決、千葉地裁平成１２年１２月２０日判決も同旨）とされ

ており、「財産の処分」としての財務会計行為に該当する。そして、財産の処分は、

法第２４２条第１項の規定に基づき、当該行為がなされることが相当の確実さをも

って予測される場合を含む、とされている。 
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    これを本件に当てはめると、本件固定資産税は、認定事実(13)のとおり、まだ賦

課されていないものの、認定事実(3)のとおり、本件覚書により本市と本件企業は本

件固定資産税を免除することを合意していることからすれば、本件固定資産税の免

除がなされることが相当の確実さをもって予測される、と解される。 

    したがって、本件固定資産税の免除は、住民監査請求の対象となる財務会計行為

に該当すると判断される。 

 

  (2) 本件覚書締結の適法性について 

    請求人は、本件覚書は、公有財産処分の違法・不公正な行政執行であり、様々な

法令及び条例に抵触するものであるとし、本件覚書の解除を求めている。 

    そこで、本件覚書締結の適法性について検討する。 

  ア 本件覚書は、認定事実(3)のとおり、本件許可に際しての条件を定め、当事者双方

の役割と責任を明確にすることを目的に合意したものである。そして実際の本件許

可は、認定事実(7)のとおり、本件企業からの申請に基づき決裁により許可を決定し

ていることから、本件覚書により本件施設の設置を許可したものではないことは明

らかである。 

  イ 請求人は、「本件覚書は、公有財産処分の違法・不公正な行政執行」であると主張

する。これは、市長が本件覚書の締結によって本件施設の設置に係る財産の貸付け

を行ったとの趣旨からの主張（主位的な主張）、又は本件覚書の締結によって本件施

設の設置を許可したとの趣旨からの主張（予備的な主張）であると思われが、いず

れも事実を誤認していると言わざるを得ない。 

  ウ その上で、請求人が主張する各種法令及び条例との適法性を検討すると、本件覚

書を締結すること自体は、法第９６条第１項第６号及び法第２３７条第２項の議決

事件には該当せず、栃木市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例（平成２

２年条例第７２号）第５条に基づく行政財産である土地の無償貸付けには該当せず、

栃木市公の施設の廃止及び長期かつ独占的な利用の特例に関する条例（平成２２年

条例第７３号）における公の施設の長期かつ独占的な利用にも該当しない。 

  エ また、仮に、本件覚書の締結によって、市長が本件施設の設置に係る財産の貸付

けを行ったと解したとしても、栃木市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成２２年条例第６１号）、栃木市公文例規程（平成２２年訓

令第５号）並びに栃木市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平

成２２年条例第７１号）及び同条例施行規則（平成２２年規則第６７号）を当ては

めることは、市長の弁明（第２の４(1)ウ、オ及びキ）と同旨の理由により、失当で

ある。 

  オ したがって、本件覚書の締結が違法であるとする請求は、理由がない。 

 

  (3) 財産の貸付けによる本件施設の設置の適法性について 

    請求人は、(1)イのとおり、本件施設の設置は財産の貸付けに当たり、種々の法令
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及び条例に違反していると主位的に主張する。 

    そこで、財産の貸付けによる本件施設の設置の適法性について検討する。 

  ア まず、本件施設の設置が財産の貸付けに当たるかどうかについて検討すると、本

件運動公園は、認定事実(1)のとおり本市の行政財産である。そして、行政財産は法

第２３８条の４第２項各号に掲げる場合に限り貸し付けることができるとされてい

る。 

  イ そして、同項第１号において、当該普通地方公共団体以外の者が行政財産である

土地の上に当該土地の供用の目的を効果的に達成することに資すると認められる堅

固な建物等を所有し、又は所有しようとする場合には、その者に行政財産である土

地を貸し付けることができるとされていることからすれば、本件施設の設置が行政

財産の貸付けに当たると解することができなくもない。 

  ウ しかしながら、本市において行政財産の貸付けをするときは、栃木市財務規則（平

成２２年規則第５５号）第１５７条において準用する同規則第１５４条の規定によ

り契約書を作成し、契約を締結しなければならない。そして、このような貸借契約

は、法第２３４条第５項の規定により市長と契約の相手方とが契約書に記名押印す

ることで確定するものであるところ、本件施設の設置に当たっては、請求人及び市

長から提出された証拠並びに市長の弁明からは、このような契約書の存在をうかが

うことはできず、本件施設の設置に係る法的根拠は、本件許可のみである。 

  エ そもそも、請求人の上記主張は、本件覚書の締結によって本件施設の設置に係る

財産の貸付けを行ったとの認識に端を発していると解され、この認識が(2)イのと

おり誤ったものである以上、誤認した事実に基づく主張であると解される。 

  オ その上で、財産の貸付けによる本件施設の設置の適法性について検討すると、請

求人は、本件施設の設置は財産の貸付けであるとして、法第９６条第１項第６号及

び法第２３７条第２項の議決事件として定められたものに違反し無効であり、栃木

市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条例第５条の行政財産である土地の無

償貸付けに該当しないため条例違反であり、並びに栃木市公の施設の廃止及び長期

かつ独占的な利用の特例に関する条例における公の施設の長期かつ独占的な利用に

該当するにもかかわらず議決を得ていないため条例違反である、と主張していると

解されるが、上記のとおり本件施設の設置は財産の貸付けには当たらないため、そ

のような事実は存在しない。よって、これらの主張はいずれも認められない。 

  カ したがって、財産の貸付けによる本件施設の設置が違法であるとする請求は、理

由がないと判断する。 

 

  (4) 本件許可について 

  ア (3)のとおり本件施設の設置は財産の貸付けには当たらないため、次に、請求人が

予備的に主張している、本件許可の違法性について検討するが、(1)イのとおり、本

件許可は住民監査請求の対象となる財務会計行為ではない。 

  イ したがって、本件許可が、公園法第５条第２項第２号に規定に当てはまらず違法
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であることを理由とした請求、本件許可が、公の施設の長期かつ独占的な利用に該

当するにもかかわらず、栃木市公の施設の廃止及び長期かつ独占的な利用の特例に

関する条例における議決を得ていないため条例違反であることを理由とした請求、

並びに公園条例及び有料公園施設条例を改正せずに行った本件施設の設置は市民の

利用を妨げる違法状態であることを理由とした請求は、いずれも適法な請求ではな

いと判断せざるを得ない。 

 

  (5) 本件許可使用料免除の適法性について 

    請求人は、本件許可使用料の免除は、市長の職権濫用であり条例違反であると主

張する。 

    そこで、本件許可使用料免除の適法性について検討する。 

  ア 使用料を減免する行為は、一般的に、法第２３２条の２の普通地方公共団体によ

る寄附又は補助に係る公益上の必要性に関する判断と同様に、長に様々な行政目的

を考慮した政策的な観点からの裁量権が認められていると解するのが相当であり、

裁量権の行使の際の判断要素の選択や判断過程に合理性を欠くところがないか検討

し、その判断が、重要な事実の基礎を欠くか、又は社会通念に照らし著しく妥当性

を欠くものと認められる場合に限って、裁量権の逸脱又は濫用として違法になると

解されている（札幌高裁平成２４年５月２５日判決、東京地裁平成２５年６月１１

日判決も同旨）。 

  イ これを本件について当てはめると、まず、請求人は、本件許可の相手がサッカー

クラブチームを保有し試合興行により経営する営利企業であることを理由に、本件

許可使用料を免除したことは市長の職権濫用であると主張し、さらに陳述で、千葉

市の減免に関する規定を参照し、栃木市にも当てはまる一般常識的な規定であるか

ら、営利目的の施設である以上免除は認められないと主張する。しかしながら、千

葉市の減免に関する規定が一般的だとする主張に根拠はなく、上記判例のとおり、

長に様々な行政目的を考慮した政策的な観点からの裁量権が認められていることか

らすれば、本件許可の相手が営利企業であること、及び営利目的の施設であること

をもって、本件許可使用料を免除したことが市長の職権濫用になるとは言えない。 

  ウ また、請求人は、本件施設の貸出料金は高額で、一般市民が利用できない料金体

系になっていることも理由にしており、この点については、条例改正前の有料公園

施設の使用料は１時間当たり３１０円～５２０円であったところ、本件施設の貸出

料金は認定事実(6)のとおりであり、確かに高額である。しかしながら、貸出料金の

設定に当たっては、本件覚書第１２条第２項の規定により本市と本件企業とが協議

し決定することとなっているところ、職員の陳述によれば、サブグラウンドは、県

内外のスタジアムの貸出料金の平均価格に近く、維持管理費を市が負担しない民設

民営であることを考慮した上で設定したとのことで、メイングラウンドは、サッカ

ーの公式試合で利用し、芝生の養生期間が必要な都合上、実利用日数が制限され採

算性確保が難しく高額にならざるを得ないとのことであり、これらを踏まえ企業と
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協議し料金設定を決定した市長の判断は、運用指針の４．（２）③が示す社会通念上

適正なものかどうかの確認を怠っているとは言えず、著しく妥当性を欠くとまでは

言えない。 

  エ そして、条例改正前の有料公園施設の利用状況は、認定事実(2)のとおり下降気味

であって、さらに、旧１市５町の合併により、本市には類似の運動公園が多く存在

することを踏まえると、これからの運動公園は、単に運動する場を提供するだけの

役割ではなく、市民がスポーツに参画するための多種多様な役割を検討すべきであ

る。そのような中、球技専用グラウンドの整備に関する陳情書が市民団体から提出

され、今後の運動公園の利活用について、プロスポーツを活用し、岩舟はサッカー、

大平は野球、藤岡は自転車競技といった色分けをする方針であるとする政策的な判

断が合理性を欠くとは言えないし、「みるスポーツ」により市民がスポーツに親しむ

きっかけづくりとしたいとする市の意向は、生涯スポーツの推進を掲げる総合計画

の理念とも合致すると言えるものである。 

  オ 一方、本件覚書第１６条に基づく事業計画は、本件施設の工事が完了していない

ことを理由に、未だ提出されていない。そのため、市長の弁明も、既存の地域イベ

ントが実施「予定」であること、施設を生かした市民向けイベントを実施する「予

定」であること、これらのイベント集客が地域の活性化に寄与することが「期待」

できる、近隣観光施設等との相乗効果が図れ、栃木市の知名度向上が「期待」でき

る等、「予定」や「期待」に留まっている。 

  カ さらに、Ｊ３サッカー公式試合が本件施設で開催されることによる観客がもたら

す経済効果を算出しているが、認定事実（10）のとおり、Ｊ３の観客動員は年々下

降気味で期待どおりの経済効果が得られるとは限らないし、そもそも、本件クラブ

の現状は、認定事実(9)のとおり、所属リーグでは好成績であるものの、２０２１シ

ーズンにおけるＪＦＬ昇格を逃している。Ｊリーグ百年構想クラブに認定されてお

り、毎年選手の補強に努めているようだが、少なくとも本件許可における設置期間

内にＪ３昇格を確約できる証拠はなく、Ｊ３昇格は未知数だと言わざるを得ない。

そうすると、Ｊ３サッカー公式試合が本件施設で開催されることによる観客がもた

らす地域の活性化も未知数だと言わざるを得ない。 

  キ そのような状況で、市長は地域振興や地域活性化に寄与することを理由に公益性

があると判断し、本件許可使用料の免除を決定しており、これは上記判例が判示す

る重要な事実の基礎を欠いた判断とも言えるものだが、計画通りに行われない場合

は、設置許可の取消しもあり得るとのことで、事業実施に向けた担保を取っている

ことを踏まえると、これまで検討してきた事項も含め全体として評価した場合は、

スポーツを通じた地域の活性化という政策的な観点からの公益性の判断に、市長の

裁量権に逸脱又は濫用があったとまでは言えない。 

  ク よって、本件許可使用料を免除したことは、違法又は不当であるとは言えない。 

  ケ したがって、本件許可使用料の免除は、市長の職権濫用であり条例違反であると

する請求は、理由がないと判断する。 
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  (6) 有料公園施設使用料の徴収を怠る事実の該当性について 

    請求人は、有料公園施設使用料の徴収を怠ったこと、及び免除の手続をせずに免

除したことは条例違反であると主張する。 

    そこで、有料公園施設使用料の徴収を怠る事実の該当性について検討する。 

  ア 公園における有料公園施設は、住民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に

供するための施設であり、法第２４４条の公の施設に当たるものである。そして、

法第２４４条の２第１項の規定に基づき、公の施設の設置及び管理に関する事項は、

条例で定めるものとされており、この規定を受けて、有料公園施設条例において有

料公園施設の管理及び利用に関し必要な事項を定めているものである。 

  イ 確かに、本件許可の位置は、条例改正前の有料公園施設として定めた位置であっ

て、本件許可に基づく本件施設を整備する行為が現実に条例改正前の有料公園施設

において行われていたとしても、それは、本件許可の位置が条例改正前の有料公園

施設であったということに過ぎず、公の施設としての目的をもって有料公園施設条

例に基づき利用するものではないから、有料公園施設使用料が発生するということ

はない。 

  ウ そして、有料公園施設使用料は発生しないのだから、有料公園施設使用料の徴収

を怠ったこと、また免除の手続をせずに免除したとの事実は存在しない。よって、

上記主張は認められない。 

  エ したがって、有料公園施設使用料の徴収を怠ったこと、また免除の手続をせずに

免除したことが条例違反であるとする請求は、理由がないと判断する。 

 

  (7) 本件固定資産税免除の適法性について 

    請求人は、本件固定資産税を免除することを覚書で合意したことは、栃木市税条

例（平成２２年条例第６４号。以下「税条例」という。）第７１条の規定に反し、市

長の職権濫用であると主張する。 

    そこで、本件固定資産税免除の適法性について検討する。 

  ア 請求人は陳述で、固定資産税の減免規定は、納税者の担税能力の遺失、損壊の場

合を想定したもので、公的資産以外は、法令に定めのあるものを除き課税されるも

のだから市長の職権濫用であると主張し、また、栃木市税条例施行規則（平成２２

年規則第５９号。以下「税条例施行規則」という。）第３４条第１項第１４号の「前

各号に掲げるもののほか、公益上その他特別の事由があると認められるもの」の解

釈は、同項第１号から第１３号の趣旨を受け継ぐことが明らかで、営利目的に入場

料をとる以上は当然課税されるべきであると主張する。 

  イ しかしながら、一定の公益性の用途に供されている固定資産については、その用

途に係る事業の援助などの行政目的のため、これに係る固定資産税を減免すること

は可能で、この場合、固定資産税を負担する経済的な能力に欠けていることは必要

ではないというべき（熊本地裁平成１７年４月２１日判決）、と解するのが相当であ
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る。 

  ウ また、税条例施行規則第３４条第１項第１４号の規定の趣旨は、公益上の理由が、

その性質上一般的な類型化は困難であり、その有無や程度の判断は、最終的には固

定資産税の減免によってその時々における一定の行政上の目的を達成しようとする

課税庁の合理的な裁量によらざるを得ないことから、あらかじめ該当する固定資産

を類型的に列挙するのではなく、個々具体の減免申請に対する長による個別の合理

的な裁量判断に委ねたもの（東京地裁平成１９年７月２０日判決）、と解するのが相

当である。 

  エ そうである以上、上記請求人の主張は認められない。 

  オ そして、公益性の判断においては、本件許可使用料の免除と同様の判断過程であ

り、重要な事実の基礎を欠いている点があることは否めないが、全体として評価し

た場合は、市長の公益性の判断に裁量権の逸脱又は濫用があったとまでは言えない。 

  カ よって、本件固定資産税の免除を覚書で合意したことは、違法又は不当であると

は言えない。 

  キ したがって、本件固定資産税の免除を覚書で合意したことが、税条例第７１条の

規定に反し市長の職権濫用であるとする請求は、理由がないと判断する。 

 

 ３ 結論 

   以上のことから、本件請求について、次のとおり判断する。 

  (1) 第２の１監査対象事項のア、イ、エ、オ及びキは、いずれも理由がないと認めら

れるため棄却する。 

  (2) よって、上記財務会計行為が違法又は不当であることを理由とした、損害の事実

及び市長に勧告するよう求めている措置も、やはり理由がないと認められるため棄

却する。 

  (3) 第２の１監査対象事項のウ及びカは、不適法な監査請求であるため却下する。 

 

 ４ 意見 

   監査委員の判断は以上のとおりであるが、不適法なものとして却下した本件許可並

びに公園条例及び有料公園施設条例の改正が９月になったことに関して、本件覚書第

１６条に基づく事業計画に関して、並びに本件固定資産税に関して、次のとおり意見

を述べる。 

  (1) 本件許可に関して 

  ア 請求人は、第２の３(1)ア、イのとおり、公園法第５条は、広大な都市公園の未利

用部分に施設を作っていいとする趣旨であり、本件施設は「当該都市公園の機能の

増進に資する」どころか、条例改正前の有料公園施設の破壊を伴ったことは重大な

ことであると陳述する。 

    しかしながら、公園法第５条にそのような趣旨はなく、公園法全体を見渡しても

請求人が主張するような趣旨は見当たらない。そして、公園施設の設置に関しては、
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公園法第４条において、公園施設として設けられる建築物の都市公園の敷地面積に

対する割合、いわゆる建蔽率の基準が定められている。 

    この公園法第４条に関しては、運用指針の３．２－１（１）で、都市公園は、本

来、屋外における休息、運動等のレクリエーション活動を行う場所であり、ヒート

アイランド現象の緩和、緑地の確保、災害時の避難地等としての機能を目的とする

施設であることから、原則として建築物によって建ぺいされない公共オープンスペ

ースとしての基本的性格を有しており、公園敷地内の建築物によりその本来の機能

に支障を生ずることを避けるため、建蔽率の基準については、１００分の２という

基準を参酌した上で、地域の実情に応じ条例で定めることと、と示されている。 

    さらに、本件施設のような運動施設に関しては、運用指針の４．２－２で、運動

施設は重要な公園施設であるが、都市公園は一般公衆の自由な利用に供されるべき

公共施設であり、一般の人が自由に休息、散歩等の利用ができるオープンスペース

を確保する必要があること等から、運動施設の敷地面積の総計の都市公園の敷地面

積に対する割合について、１００分の５０を超えてはならないとしてきた、と示さ

れている。 

    以上の運用指針からは、公園施設の設置に当たっては、公共オープンスペースと

いう都市公園本来の機能に支障が生じることを避けなければならない、という公園

法第４条の趣旨が読み取ることができ、そうである以上、請求人のように、広大な

都市公園の未利用部分に施設を作っていい、と解するのは適切ではない。 

    そして、上記２監査委員の判断(5)で示したとおり、本市は類似の運動公園が多く

存在し、今後の利活用の方針として多種多様な役割を検討する必要がある中、プロ

サッカーを「みるスポーツ」として提供する役割を岩舟総合運動公園に担わせるた

め、既存の施設を廃止した上で（もっとも、この手続きは次の(2)で述べるように事

務処理に遺漏があったと言わざるを得ないものであった。）、サッカー専用スタジア

ムを設置するという政策的な判断は合理的であって、公園法第４条の趣旨も踏まえ

つつ都市公園の機能の増進にも資すると言えるものだから、これを破壊だとするの

は、やはり適切ではないものである。 

    また、この点について、市長は弁明（第２の４(2)ク）で、旧施設の利用が低迷し

ていたところ、民間を活用し新施設を設置したもので、旧施設の撤去なくして新施

設の設置はできないものと説明する。旧施設と同程度の施設を整備し利用促進を図

るとするならばそのとおりであると言えるが、本件のように旧施設と用途も規模も

異なるような新施設を設置するような場合は、このような説明では説明責任を果た

しているとは言い難い。 

    本市は、本件のような運動公園だけでなく、旧市町がそれぞれに整備した類似の

公共施設が多く存在する。最初の合併から１０年が経過し、合併の効果を最大限に

生かすためにも公共施設の再編を本格的に進めていかなければならず、旧施設の廃

止は必然的に発生するものである以上、今後市においては、市民が旧市町の財産が

破壊されたとの認識を持ってしまうことのないよう、説明責任を果たすよう努めて
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いただきたい。 

  イ また、請求人は、本件許可によって、岩舟地域市民のスポーツの場が失われたと

陳述する。 

    確かに、認定事実(12)のとおり、利用の多かった市内の団体は、岩舟地域以外で

の活動を余儀なくされている。しかしながら、上記アのとおり、類似の運動公園が

多く存在する中、岩舟総合運動公園の利活用の転換を図ったものであって、このこ

とが合理性のある政策的な判断である以上、これまで利用していた団体の活動がお

おむね市内の運動公園又は運動場で充足している限り、合併の効果を最大限に生か

すためには、やむを得ないものと思料する。 

    そして、市においては、上記アと同様に、今後の公共施設の再編を本格的に進め

ていくに当たっては、市民がこれまで活動していた場所を失ってしまったとの思い

を抱くことないよう、市民に寄り添った丁寧な説明に努めていただきたい。 

 

  (2) 公園条例及び有料公園施設条例の改正が９月になったことに関して 

    請求人は、公園条例及び有料公園施設条例を改正せずに行った本件施設の設置は、

市民の利用を妨げる違法状態であると主張した。 

    この点について、本件許可の位置が条例改正前の有料公園施設であっただけに過

ぎないことは、上記２監査委員の判断(6)で示したとおりだが、同時に、本件許可に

係る設置期間の開始日以降は、公の施設としての利用ができなくなることも明白で

あり、市長の弁明（第２の４(2)キ）からもそのように認識していたことがうかがえ

る。 

    そうである以上、公園条例及び有料公園施設条例を改正してから、少なくとも条

例改正と同時に、本件許可をすべきであった。認定事実(8)のとおり、県との協議は

令和２年４月に入ってからであり、事務処理に遺漏があったと言わざるを得ない。 

    今後はこのようなことが起こらないよう、コンプライアンスを徹底し職務を遂行

していただきたい。 

 

  (3) 本件覚書第１６条に基づく事業計画に関して 

    職員の陳述（第２の４(2)ス）から、本件覚書第１６条に基づく事業計画がまだ提

出されていないことが判明した。 

    本件施設の工事が完了していないことが理由とのことであるが、本件監査期間中

の令和３年３月１４日には、本件施設のこけら落としとも言えるオフィシャルトレ

ーニングマッチを開催し、サッカースタジアムとしての利用に支障はない状態であ

る。さらに、第１の３(2)事実を証する書面エ（以下「内覧会資料」という。）によ

れば、関東サッカーリーグ１部２０２１シーズンの本件クラブのホームゲームスケ

ジュールが既に決まっており、アウェイゲームや主要大会等のパブリックビューイ

ングのスケジュールも決まっている。 

    つまり、本件企業は本件覚書第１６条に基づく事業計画を提出していないにもか
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かわらず、本件クラブに関する予定は既に組んでいる状態であって、このような状

態では、例えば、既存の地域のイベントを開催するにしても、上記公式戦の合間に

入れざるを得ず、地域住民の意向は取り入れにくいと言わざるを得ないし、そもそ

も、本件施設を活用したスポーツによる地域の活性化を展開していくに当たっては、

連携協定書に基づき本市と本件企業とは対等に連携・協力するべきであるところ、

内覧会資料を見る限りは、本市の関わりは希薄で、本件企業や本件クラブ中心の事

業展開となっており、本市にとっての本件施設の位置付けが、企業まかせの見込み

や願望にすぎず、市民に伝わっているとは到底言えない。 

    ついては、市は直ちに、本件企業に本件覚書第１６条に基づく事業計画を提出さ

せ、本件施設に係る事業計画の具現化に向けて、本件施設の位置付けが本市にとっ

て公益に資するものであることを市民に明確に伝えることができるよう主体的に取

り組んでいただきたい。 

 

  (4) 本件固定資産税に関して 

    税の減免については、地方税法、同法施行令、同法施行規則の改正等について（平

成２９年４月１日総税企第３６号総務大臣通知）のⅣ 特記事項１において、「地方

税の減免措置については、地方税法の規定に基づき、条例の定めるところによって

行うことができるが、各地方団体にあっては、当該措置が特別の事由がある場合に

限った税負担の軽減であることを踏まえ、適正かつ公平な運用に十分配慮すること。

公益性を理由として減免を行う場合には、公益性の有無等条例で定める要件に該当

するかを厳正に判断すること。」とされている。 

    このことを踏まえると、公平性が強く要請される課税事務において、税の減免は、

例外的に不公平な取扱いを正当化するものと言えるから、公益性の有無に関しては、

当該固定資産の目的やその利用実態から生じる公益性などを客観的に認定した上で、

厳正に判断されるべきではないかと思料する。 

    現状は、上記２監査委員の判断(7)で示したとおり、市長は、本件施設の公益性の

有無を本件許可使用料と同程度に検討した上で、本件固定資産税の減免を合意して

おり、これについては違法・不当とまでは言えないと判断したが、令和３年４月に

本件施設が完成することによって来年度実際に課税される予定の本件固定資産税に

ついては、決して本件覚書で合意していることをもって減免を決定するのではなく、

事業計画の内容をよく吟味し、その実績を踏まえ公益性を厳正に判断していただき

たい。 

    特に本市は、令和元年台風１９号の大雨被害により多くの市民が被災した。この

ような災害で損傷を受けた固定資産は、税条例施行規則第３４条第１項第１３号の

規定に基づき、災害があった日の属する年度分の固定資産税のうち、災害のあった

日以降に納期が到来する分の税額を損害の程度の区分に応じ減額するものである。

請求人が陳述するように、このような取扱いに対して、本件固定資産税について本

件許可の設置期間中の免除を合意するのは不公平だとの訴えに、市長はよく耳を傾
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けなければならず、本件固定資産税の免除によって、多くの市民にこのような思い

を抱かせることのないよう切に要望する。 


